予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費
	事業名　学校間総合ネットデータセンター更新費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　情報化推進係　電話番号：058-271-3505
　　　　　　　E-mail： c17781@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　98,331千円（前年度予算額：28,489千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	28,489
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,489

	要求額
	98,331
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	98,331

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
21世紀の高度情報通信社会に活躍する児童生徒を育成するため、県内のすべての児童・生徒と教職員が、いつでも、だれでも、安心して快適に活用できる高速な教育情報ネットワーク(学校間総合ネット)を常に最適な状態に維持、管理、運用する。
（２）事業内容
　学校間総合ネットの中核となるデータセンターを維持管理し、ネットワークを最適な環境で運用する。
  ・データセンターサーバー機器等の賃貸借
　・システム運用・保守管理業務委託

・ヘルプサポート業務委託
　なお、平成26年11月で現行システム機器のメーカーサポートが終了するため、システム更新を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

・県10/10
（４）類似事業の有無
・岐阜情報スーパーハイウェイを利用
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	使用料
	19,536
	現行学校間総合ネットデータセンターサーバー機器リース
リース期間６年（H20.12～H26.11）

	使用料
	13,568
	次期学校間総合ネットデータセンターサーバー機器リース
リース期間６年（H26.12～H32.11）

	委託料
	55,405
	構築・運用・保守（ヘルプサポート含）
保守期間６年（H26.12～H32.11）

	工事請負費
	9,822
	電源・空調・改築などの工事

	合計
	98,331
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
第５章　県が取り組む政策の方向性

Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり

３　将来の夢や目標の持てる子どもを育てる

（２）後年度の財政負担
データセンターの機器リース、運用、保守管理業務を一括して平成32年度まで契約する。
（３）事業主体及びその妥当性
学校間総合ネットは、県内のすべての学校を接続し、教育情報を共有することで、授業・研修などの様々な教育活動を支援するともに、各種教育行政業務の迅速かつ安全な遂行を支援するネットワーク基盤であり、その管理運用は地方公共団体の責務である。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・安心安全に活用できる岐阜県の教育用ネットワークとして安定した管理運用を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	システム稼働率

	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	100%
（H25）
	100%
（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・学校間総合ネットデータセンターのシステム管理運用及び保守

・県立学校ネットワーク機器の監視
・全県立学校インターネット接続におけるフィルタリング



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　システムを適正に維持管理し、学校間総合ネットの安定稼働に努めた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	学校間総合ネットの市町村接続が平成18年10月に完了し、平成19年6月に県下の全市町村立小中学校の接続が完了したことで、県下の全公立学校等を接続(約700拠点を接続)した教育情報ネットワークが完成した。

児童生徒及び教職員が安心して教育情報を収集・発信・共有、協働の学習活動ができるように、県立学校のみならず市町村立学校や私立学校を含めた教育情報ネットワークを構築・運用し、教育の情報化を推進してきたことから、現在の情報社会で教育活動を行っていくためには、必須の生活基盤となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	大規模システムの更新・改修案件に係わる調査結果を踏まえた財政改革推進本部会議にて、県下の学校に必要なイントラネットであるため、経費削減を図りながら維持管理を継続するとの結論を受けている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	システム改修、機器修繕などで、情報化の進展に伴う様々な問題点を解消できるよう対応してきた。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
契約期間の末期に来ており、機器が老朽化してきている。順調な運用を停止することができないため、サーバー機器を更新していきたい。また、防災対策が求められており次期更新の際には検討していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

現在、県内の2万名の教職員と25万名の児童生徒が学校間総合ネットを利用することから、より一層、安定稼働の維持が必要である。


